事業計画書（一般用）
１　転用行為の必要性(及び面積の必要性)
　　事業計画上、農地転用行為を必要とする理由を、申請者の現在の事業との関連あるいは当該事業計画に至った動機等と併せて記載すること。
　　また、なぜこれだけの面積が必要なのかについて、申請者の現在の事業規模及び申請地の事業概要と併せて具体的に記載すること。
　　　　《参考》原則、一般住宅建築のための転用面積は、５００㎡、農家住宅建築のための転用面積は、１,０００㎡が限度です。
２　土地の選定理由
事業計画地として、当該申請地を選定するに至った経過について記載すること。具体的には、次のとおり。
①他の候補地(３個所程度)を挙げた上で、当該地を選定した理由を記載すること。
②申請地が第２種農地である場合は、申請に係る農地に代えて周辺の土地を供することにより当該申請に係る事業の目的を達成することができない理由を具体的に記載すること。
③申請地が第１種農地であり、かつ転用目的が次である場合は、申請地が第１種農地以外の周辺の土地に設置することによってはその目的を達成することができない理由を具体的に記載すること。
・都市住民の農業の体験その他の都市等との地域間交流を図るために設置される施設
・農業従事者の就業機会の増大に寄与する施設
・農業従事者の良好な生活環境を確保するための施設
・住宅その他申請に係る土地の周辺の地域において居住する者の日常生活上及び業務上必要な施設で集落に接続して設置されるもの
また、住宅、店舗、倉庫、工場等建築物の建築を目的として転用する場合については、①立地条件、②建築物の用途及び目的に適合し、有効に利用できる場所であるか（都市計画法上の用途地域以外の場所を選定した場合は、用途地域を選定できない理由）、③集団農地を蚕食(ｻﾝｼｮｸ)するなど周囲の農業上の土地利用に及ぼす影響の有無も併せて記載すること。
《参考》予算の都合や親族の土地であることは、農地転用での土地選定理由にならない。
３　土地利用計画
　　申請地の利用計画について、設置施設等の詳細、進入路の位置、排水計画(雨水、汚水別)等について、具体的に記載すること。
４　資金計画
　　資金計画について、収入は自己資金、借入金等に区分し、支出は用地取得費、造成費、建物等建築費、附帯事業費、事務費等（権利移転が贈与の場合は、贈与税見込額も支出に含める。）に区分し、それぞれ具体的な金額を記載すること。
５　周辺農地への被害防除対策
　　排水(雨水、汚水別)方法、土砂流出防止対策、日照・通風の影響、農業用用排水施設及び耕作道の確保等を記載する。なお、被害防除対策が必要ないと判断する場合は、その理由を記載すること。
６　他法令の状況
　　当該事業計画を遂行するに当たり許認可、届出等が必要な法令名及び手続状況について記載すること。また、土地改良区の区域(受益地)の確認、手続き等の経過も記載すること。
